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保
険
料
は
年
金
か

ら
天
引
き
？

 
答 　
保
険
料
の
支
払
は
原

則
と
し
て
、
介
護
保
険
料
と

同
様
に
、
公
的
年
金
か
ら
の

天
引
き
（
特
別
徴
収
）
に
な

り
ま
す
。
天
引
き
と
な
る
方

は
、
年
金
の
年
額
18
万
円
以

上
で
、
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
と
介
護
保
険
料
の
合
計

額
が
年
金
年
額
の
２
分
の
１

以
下
の
方
で
す
。
年
金
の
定

期
支
払
時
、
介
護
保
険
料
と

は
別
に
天
引
き
と
な
り
ま

す
。
4
月
か
ら
8
月
ま
で
の

天
引
き
は
仮
徴
収
（
一
昨
年

の
総
所
得
金
額
等
で
計
算
）

と
し
て
、
10
月
以
降
は
本
徴

収
（
当
該
年
度
の
保
険
料
決

定
金
額
）
と
し
て
天
引
き
と

な
り
ま
す
。

　

次
に
該
当
す
る
方
が
、
医
療
機
関

等
に
か
か
る
と
き
に
は
、
健
康
保
険

証
と
老
人
保
健
法
医
療
受
給
者
証
を

医
療
機
関
等
の
受
付
に
提
示
し
て
医

療
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
な

お
、
老
人
保
健
制
度
は
平
成
20
年
４

月
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
変

わ
り
ま
す
。

▼
老
人
保
健
法
の
医
療
対
象
者

　

医
療
保
険
（
国
民
健
康
保
険
・
社

会
保
険
等
）
に
加
入
し
て
い
る
、
①

75
歳
以
上
の
方
②
65
歳
以
上
で
身
体

障
害
者
手
帳
１
～
３
級
及
び
４
級
の

一
部
、
精
神
障
害
者
保
健
福
祉
手
帳

１
・
２
級
等
に
該
当
す
る
方
で
老
人

医
療
の
障
害
認
定
を
受
け
て
い
る
方

※
②
の
障
害
認
定
を
受
け
る
に
は
申

請
が
必
要
。
既
に
医
療
受
給
者
証
を

お
持
ち
の
方
は
不
要

▼
75
歳
に
な
る
方
は
届
け
出
を

　

誕
生
月
の
翌
月
１
日
（
１
日
生
ま

れ
の
方
は
そ
の
月
の
１
日
）
か
ら
老

人
保
健
法
に
よ
る
医
療
を
受
け
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。
届
け
出
が
必
要
と

な
り
ま
す
の
で
（
既
に
老
人
保
健
法

医
療
受
給
者
証
を
お
持
ち
の
方
は
不

要
）、
対
象
と
な
る
方
に
は
個
別
に

通
知
し
ま
す
。

▼
医
療
費
の
自
己
負
担
割
合

　

医
療
を
受
け
た
と
き
は
、
か
か
っ

た
医
療
費
の
一
部
を
医
療
機
関
等
の

窓
口
で
支
払
い
ま
す
。
一
部
負
担
金

の
割
合
は
、
１
割
ま
た
は
３
割
（
一

定
以
上
所
得
者
）
で
す
。

※
一
定
以
上
所
得
者
と
は
①
住
民
税

課
税
標
準
額
が
145
万
円
以
上
の
老
人

保
健
法
医
療
受
給
者
②
住
民
税
課
税

標
準
額
が
145
万
円
以
上
の
70
歳
以
上

の
方
及
び
老
人
保
健
法
医
療
受
給
者

と
同
一
世
帯
の
老
人
保
健
法
医
療
受

給
者

▼
３
割
負
担
の
方
は
申
請
に
よ
り
負

担
割
合
が
変
更
さ
れ
る
場
合
が
あ
り

ま
す

　

平
成
18
年
中
の
収
入
額
の
合
計
が

表
１
の
条
件
を
満
た
し
て
い
る
場
合

は
、
申
請
に
よ
り
該
当
す
る
と
翌
月

か
ら
負
担
割
合
が
変
更
に
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。
※
収
入
額
と
は
、
必

要
経
費
等
を
差
し
引
く
前
の
金
額
で

所
得
額
と
は
異
な
り
ま
す
の
で
、
必

要
経
費
・
特
別
控
除
等
に
よ
り
所
得

が
０
ま
た
は
マ
イ
ナ
ス
に
な
る
場
合

で
も
収
入
額
を
合
計
し
ま
す
（
例
…

生
命
保
険
の
満
期
金
、
個
人
年
金
等

は
掛
け
金
を
差
し
引
く
前
の
収
入

額
、
分
離
課
税
の
上
場
株
式
等
は
譲

渡
に
よ
る
収
入
額
）

▼
高
額
医
療
費

　

同
じ
診
療
月
内
に
支
払
っ
た
医
療

費
（
一
部
負
担
金
）
の
合
計
が
自
己

負
担
限
度
額
を
超
え
た
と
き
は
、
超

え
た
額
が
高
額
医
療
費
と
し
て
支

給
さ
れ
ま
す
。
対
象
に
な
っ
た
方
に

は
診
療
月
の
約
３
カ
月
後
に
申
請
書

を
送
付
し
ま
す
の
で
申
請
し
て
く
だ

さ
い
。
自
己
負
担
限
度
額
は
負
担
割

合
、
所
得
等
に
よ
っ
て
異
な
り
ま
す

（
表
２
参
照
）。
※
入
院
時
の
食
事
代

及
び
差
額
ベ
ッ
ド
代
な
ど
保
険
診
療

以
外
の
費
用
は
高
額
医
療
費
の
支
給

対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
入
院

し
た
と
き
の
医
療
費
（
一
部
負
担

金
）
は
月
ご
と
に
自
己
負
担
限
度
額

ま
で
の
支
払
い
と
な
り
ま
す
。

▼
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
方

　
「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証
」を
窓
口
で
提
示
す
る
と
、

入
院
時
の
食
事
代
（
療
養
病
床
の
入

院
も
含
む
）
が
減
額
さ
れ
、
窓
口
で

支
払
う
医
療
費
の
自
己
負
担
限
度
額

も
減
額
さ
れ
ま
す
。
認
定
証
の
交
付

を
受
け
る
に
は
申
請
が
必
要
で
す
。

［
対
象
］
老
人
保
健
法
医
療
受
給
者

で
本
人
を
含
む
世
帯
全
員
が
住
民
税

非
課
税
の
方
※
住
民
税
課
税
者
が

「
住
民
税
に
係
る
経
過
措
置
対
象
者
」

（
平
成
17
年
１
月
１
日
現
在
で
65
歳

に
達
し
て
い
た
方
で
合
計
所
得
金
額

125
万
円
以
下
の
方
）
の
み
の
世
帯
の

住
民
税
非
課
税
者
で
あ
る
老
人
保
健

法
医
療
受
給
者
は
対
象

［
問
合
せ
先
］
保
険
年
金
課
高
齢
者

医
療
係

（広告）

表１< 老人保健医療受給者証＞収入額による負担割合判定基準表

世帯区分 平成 18 年中の
収入額の合計 申請した場合の一部負担金の割合等

同一世帯に 70 歳以上の
方（※１）が 1 人のみ

383 万円未満 1 割 
383 万円以上
484 万円未満 3 割（自己負担限度額は「一般」）　※２

同一世帯に 70 歳以上の
方（※ 1）が 2 人以上

合算して
520 万円未満 1 割

合算して
520 万円以上
621 万円未満

3 割（自己負担限度額は「一般」）　※２

※１　65 歳以上で老人医療の障害認定を受けている方を含む
※２　平成 19 年度住民税課税標準額が 145 万円以上 213 万円未満の方は申請の必要はありません

表 2　１カ月の医療費の自己負担限度額＜老人保健法医療受給者＞

負担
割合 所得区分

自己負担限度額（月額）
入院時の食事代
（１食あたり）外来

（個人単位） 入院 + 外来（世帯単位）

３割
※注
２

一定以上所得者 44,400 円
80,100 円＋（医療費が

267,000 円を超えた場合、
超えた額の１％を加算） 

※注１ 
260 円

１割

一般 12,000 円 44,400 円

住民税
非課税
世帯等

低所得Ⅱ
8,000 円

24,600 円

過去 1 年の入院期
間が 90 日以下 210 円

過去 1 年の入院期
間が 90 日超（確
認書類が必要）

160 円

低所得Ⅰ 15,000 円 100 円
※注１　過去 12 カ月以内に４回以上老人保健で高額医療費支給を受ける場合（多数該当）の４回目からの限
度額は 44,400 円になります。
※注２　老人保健法医療受給者証の負担割合に『自己負担限度額「一般」適用』の記載がある方は、所得区
分「一般」の限度額が適用されます。（平成 18 年８月から２年間の経過措置）
※低所得Ⅱとは、世帯全員が住民税非課税の方及び住民税課税者が「住民税に係る経過措置対象者」（平成 17
年 1 月 1 日現在で 65 歳に達していた方で、合計所得金額 125 万円以下の方）のみの世帯の住民税非課税者で
ある老人保健法医療受給者
※低所得Ⅰとは、世帯全員が住民税非課税で、さらに世帯全員の所得が 0 円（年金収入の場合には 80 万円以
下）の方

●医療費の財源構成
総　医　療　費総　医　療　費

※患者負担は、1割負担（現役並み所得を有する高齢者は３割負担）各種の負担軽減措置あり

　総医療費から患者負担分（１割または３割）を除いた額を現役世代からの支援金（４割）及び公
費（５割）のほか被保険者が払う保険料（約１割）で構成されます。
　なお、所得割合の高い広域連合では、国の負担（調整交付金分）が減り、被保険者の保険料の負
担割合が増加します。

〈一括納付〉

 後期高齢者医療制度の財源内訳

高齢者の保険料 （約１割） 後期高齢者支援金（若年者の保険料） （約４割）

〈交付〉〈交付〉

社会保険診療
報酬支払基金

保険料保険料

医療保険者
健保組合・国保等

各医療保険（健保・国保等）被保険者 （０～74歳）被保険者  （75歳以上）

患者
負担

公費（約５割） 〔国：都道府県：区市町村＝４：１：１〕

（年金からの天引き、
口座振替、銀行振込）
（年金からの天引き、
口座振替、銀行振込）

　

高
齢
受
給
者
証
を
持
つ
方
で
、
こ
れ

ま
で
一
部
負
担
金
の
割
合
が
１
割
だ
っ

た
方
は
、
４
月
１
日
か
ら
２
割
負
担
と

な
る
予
定
で
し
た
が
、
平
成
21
年
３
月

ま
で
の
１
年
間
、
窓
口
負
担
を
１
割
に

据
え
置
く
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
対
象

と
な
る
方
に
は
、
３
月
中
に
新
し
い
高

齢
受
給
者
証
を
送
付
す
る
予
定
で
す
。

※
既
に
３
割
負
担
の
方
は
対
象
と
な
り

ま
せ
ん

［
問
合
せ
先
］保
険
年
金
課
給
付
係

老
人
保
健
医
療
制
度

高齢受給者証を持つ方（70 ～ 74 歳）で窓口負担が
１割の方は平成 21 年３月まで据え置きに

　兵庫県南部地震（阪神淡路大震災）
が発生してからまもなく 13 年になり
ます。その間にも能登半島地震や新潟
中越沖地震など日本各地で地震による
被害が発生しています。皆さんもこの
機会に一度日ごろの備えについて考え
てみませんか。市では、日ごろ備える
ものとして食料や水、救急セットなど
に加えて簡易トイレを備蓄することを
奨励しています。
　また、お風呂の水は地震などで水道
が止まってしまった場合に生活用水と
して使うことができます。使用後はす
ぐに流さず、貯めておくように心掛け
ましょう。

■自主防災組織
　地域で防災活動をする組織として自治会
などを母体とした「自主防災組織」があ
ります。市では、自主防災組織に対して、
防災資機材や防災倉庫を貸与しています。

［問合せ先］防災課

災
害
に
備
え
ま
し
ょ
う

問10

問11問12
天
引
き
と
な
ら
な
か
っ
た

場
合
の
支
払
方
法
は
？

 

答 　
７
月
中
旬
に
送
付
さ
れ
る

納
付
書
で
納
め
て
い
た
だ
き
ま
す

（
普
通
徴
収
）。
納
付
書
払
い
で
口

座
振
替
を
希
望
の
方
は
、
納
付
書

に
同
封
の
口
座
振
替
依
頼
書
の
提

出
で
口
座
振
替
が
で
き
ま
す
。

こ
の
制
度
の
導
入
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
？

 

答 　
２
月
に
市
内
８
カ
所

で
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

関
す
る
説
明
会
を
開
催
す
る

と
と
も
に
（
日
程
は
下
表
の

と
お
り
）、
現
在
老
人
保
健

医
療
の
対
象
の
方
に
は
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
の
案
内
を

郵
送
し
ま
す
。
そ
の
後
、
３

月
に
保
険
証
の
発
送
、
４
月

に
特
別
徴
収
開
始
の
お
知
ら

せ
、
７
月
に
納
付
書
の
発
送

を
行
い
ま
す
。
ま
た
、
業
務

の
節
目
に
は
広
報
等
で
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

問13
こ
の
保
険
制
度
は
日
野

市
で
運
営
す
る
の
？

 
答 　
こ
の
制
度
は
都
道
府

県
単
位
の
「
広
域
連
合
」
で

運
営
し
ま
す
。
市
役
所
は
、

申
請
等
の
窓
口
業
務
と
保
険

料
の
徴
収
業
務
を
行
い
ま

す
（
東
京
都
広
域
連
合
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
「
東
京
い
き
い

き
ネ
ッ
ト
」http://www.

tokyo-ikiiki.net

）。

日　程 時　間 会　場

2 月 19 日㈫ 10：00 ～ 11：30 湯沢福祉センター
（程久保）

14：00 ～ 15：30 落川交流センター

2 月 21 日㈭
10：00 ～ 11：30 七生台地区センター

（平山）

14：00 ～ 15：30 中央福祉センター
（日野本町）

2 月 25 日㈪ 10：00 ～ 11：30 市役所 5 階 504 会議室
（神明）

2 月 27 日㈬
10：00 ～ 11：30 旭が丘東地区センター

14：00 ～ 15：30 南平駅西交流センター
（平山）

2 月 28 日㈭ 14：00 ～ 15：30 多摩平の森ふれあい館


